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〜実施すべき主な取組〜 
（出⽔期までに⾏う取組） 
c-1, 2 「避難の理解⼒向上キャンペーン」の実施（再掲）

・ 在宅の⾼齢者や障害者が⾃宅の災害リスクを把握することで、災害時に適切な避
難⾏動をとることが期待される。そこで、福祉専⾨職（ケアマネジャー・相談⽀援専
⾨員等）、⺠⽣委員等の福祉関係者や医療関係者等が担当する⾼齢者や障害
者宅を訪問する際に、⾃宅の災害リスク等についてハザードマップや避難⾏動判定フ
ロー等を⽤いて本⼈と⼀緒に確認してもらうよう福祉関係機関等に対して促す。



III．今後の水害・土砂災害からの避難対策への提言 
４．高齢者等の避難の実効性の確保

38 

c-1 避難⾏動要⽀援者名簿の活⽤
・ 避難⾏動要⽀援者名簿の活⽤を進めるため、市町村に対し、以下のような事項について、

防災・危機管理部局と医療・保健・福祉部局等とが連携して取組むよう周知する。
＜必ず実施すべき事項＞
 ハザードマップ等を参照し、浸⽔想定区域や⼟砂災害警戒区域等の災害リスクが⾼

い区域に住む避難⾏動要⽀援者を洗い出し、その情報を防災・危機管理部局と医
療・保健・福祉部局等の部局間で共有する。

＜実施が望ましい事項＞ 
 災害リスクが⾼い区域に住む避難⾏動要⽀援者から優先的に、福祉関係者等と連

携し、地域住⺠の協⼒を得ながら、避難⽀援体制の構築に向けた検討を⾏う。
 法令上、避難⾏動要⽀援者とは「⾃ら避難することが困難な者であって、その円滑か

つ迅速な避難の確保を図るため特に⽀援を要するもの」をいい、⼀義的には避難能
⼒の有無によって名簿掲載の可否を判断するものであるが、現在の名簿掲載者がこ
の趣旨に合致しているか改めて確認する。

 平時からの名簿情報の提供はもちろん、災害発⽣時に直ちに提供できるよう備えて
おく必要があることから、地域の特性や実情に応じて、頻繁に、かつ、定期的に更新し、
名簿情報を最新の状態に保つとともに、その情報を防災危機管理部局と医療、保
健、福祉部局等の部局間で共有する。

c-3 地域における避難の実効性を⾼める地区防災計画の促進
・ 地区防災計画は、地区住⺠等が、⾃助、共助の精神に基づき、皆で安全な地区をつく

るためのツールであり、計画に定める共助の取組は、⾃分が、そして⾃分の親が、⾼齢にな
っても安⼼して暮らせるための⾃分事の取組でもある。地区の⼤⼈たちが積極的に計画を
考え、実施する姿勢は、地区の安全を⾼めることにとどまらず、地区を守ろうという次世代
を育む防災教育の効果をも有するものである。地区防災計画の普及のためこのような地
区防災計画作成の意義についても併せて周知することとする。

・ 地区防災計画の作成を⽀援、推進する市町村職員の取組を促進するため、以下の内
容等を明⽰した計画の作成⽀援に当たっての⼿引き書（地区防災計画ガイド）を作
成・周知し、地区防災計画の役割の再認識を図る。
 地区防災計画は、住⺠等の避難の理解⼒を⾼め、共助の避難体制を構築する有

効なツールであることを認識すること
 地区防災計画は、地区の特性に応じて⾃由な内容を定めるが、まずは命を守るため

最も重要な避難に関するものに絞ってでも作成することが重要であり、避難の要素だ
けをもって地区防災計画の作成とできること

 地区防災計画の作成については、⾃治会や⾃主防災組織等だけでなく、⼩学校区
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や中学校区を単位とした地域運営組織など、地域の特性に応じてふさわしい組織を
地区防災計画の作成主体にすること 

 地区防災計画の作成主体は、作成に当たって地域防災⼒の中核として⽋くことので
きない消防団、地域の⾼齢者等の状態に詳しい⺠⽣委員などの福祉関係者、次世
代の防災教育を担いかつ災害時には避難所・避難場所となる⼩中学校、避難時の
⽀援提供等も期待される⺠間企業など、地域の関係者と連携することが重要である
こと 等

・ 住⺠等による計画作成を容易にするため、住⺠等の計画作成作業（ワークショップ）時
に、ハザードマップの利活⽤等による災害リスク認識、地区としての時系列の対応（とるべ
き⾏動の判断など）について、議論や作業を円滑化する作業⽀援シートを作成する。合
わせて、各⾃の避難の判断や⽅法を記した災害・避難カードや住⺠⾃らが洪⽔等の発⽣
前の⾏動を事前に時系列的に整理するマイ・タイムライン等の特徴を整理した上で、地域
の状況に応じて取組みやすいことから実⾏することを周知する。




